
2030年度及び2050年度における目標値の設定について 

 

1. 目標値案 

 

計 画 項 目 
目 標 

2030年度 2050年度 

宝塚エネルギー

2050ビジョン 

【家庭】 

電気・熱の再エネ自給率 
20% ※電気のみ 50% 

【家庭・業務・産業】 

電気・熱の再エネ活用率 
40% ※電気のみ 100% 

地球温暖化対策

実行計画 

温室効果ガス排出量 A B Ｃ Ｄ 

 1990年度比 ▲25% ▲30% ▲70% ▲80% 

2013年度比 ▲37% ▲41% ▲75% ▲83% 

 

 

図 1 2030年度および 2050年度における温室効果ガス削減量のイメージ 

 

+4% 

資料５ 



（参考） 

• 2050年の温室効果ガス排出ゼロを表明した自治体は東京都、京都市、横浜市など65自治体（15都道府

県、26市、1特別区、18町、5村）で日本の総人口の約42%(2020年2月21日時点)  

 

図 2 2050年の温室効果ガス排出ゼロを表明した自治体一覧 

参照 環境省ウェブサイト 

https://www.env.go.jp/policy/zero_carbon_city/ponti.pdf 

 

• 国では2月20日に今国会での「気候非常事態宣言」決議を目指す超党派議連が発足した。 

 

https://www.env.go.jp/policy/zero_carbon_city/ponti.pdf


2. 温室効果ガス削減の2030年度目標値について 

 

• 本文図3-3より2030年度の国の削減目標に合わせた本市でもGHG削減が行われた場合、1990年度比▲

37%を見込める。 

※上記の数字は2030年度に非化石燃料割合44%（再エネ22%〜24%＋原子力20%〜22%）というエネルギー供給構造高

度 

化法に掲げられた目標と整合した排出係数0.370kg-CO2/kWhを使用している。 

• 2030年度の再生可能エネルギー目標として、家庭の電力再エネ自給率20％及び産業・家庭・業務の電

力再エネ活用率40%という目標を前提としている。 

• 本市の産業・家庭・業務の電力再エネ活用率40%目標は、国の非化石燃料割合44%に近く、なおかつ原

子力の動向によらず、その大部分を達成することを意味する。 

• 国全体の目標（2013年度比▲26％減）には、Ａ案（1990年度比▲25％／2013年度比▲37％）の方が近

い。 

• 削減のポテンシャル（1990年度比▲37%）には、Ｂ案（1990年度比▲30％／2013年度比▲41％）の方

が近い。 

 

図 3 2030年の部門別の排出量の推移（廃棄物、その他ガス数値なし、あり） 
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3. 温室効果ガス削減の2050年度目標値について 

• 産業、民生家庭、民生業務の電気及び熱については再エネ活用率100%＝CO2排出ゼロとなる。 

• 2030年度の値から交通、廃棄物、その他ガスが残ると考えると、CO2削減割合は1990年度比では76%減

となる。 

• 交通も電化が進み、その分は再エネによりCO2排出ゼロと考え、交通、廃棄物、その他ガスがそれぞ

れ2030年度比30%削減とすると、全体で83%減となる。 

• 再エネビジョンの2050年の民生家庭の電気需要290GWについては、2012年の「2013年以降の対策・施

策に関する報告書（地球温暖化対策の選択肢の原案について）」を参考に2011年度比40%削減として

いるが、近年の研究12では電化が進むと想定し、電力需要自体は横ばいか増えるとするシナリオもあ

る。 

• 再生可能エネルギーの目標値との関係性では、Ｄ案（1990年度比▲80%）の方が整合している。 

• 国全体の目標（2013年度比▲80％減）に対しては、Ｃ案（1990年度比▲70％）は2013年度比▲75％と

なり、Ｄ案（1990年度比▲80％）は2013年度比▲83％となる。 

 

図 4 2050年度の再エネ目標に基づく温室効果ガス排出量の整理 

                                         
1
 電力中央研究所研究資料 No.Y19501「2050年の CO2大規模削減を実現するための経済およ

びエネルギー・電力需給の定量分析」では、民生部門のエネルギー需要が 44%減少するが、

100％電化されるため民生部門の電力需要は微増となるシナリオ（II）もある。 
2
 エネルギー総合工学研究所の TIMES-Japanモデルの標準ケースでも 2050年の民生部門のエ

ネルギー消費量は約 30%減少するが、電力消費量は微増している。 
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